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５ 男女共同参画の推進 

 
【要約】 

男女共同参画社会の実現は、二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題である。個人の尊

重と法の下の平等を謳う日本国憲法の下では、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発

揮できる社会の実現が求められる。弁護士会は、社会のモデルとなるよう男女共同参画を積極的

に推進していかなければならない。 

日弁連は、2008（平成 20）年 3 月に「日本弁護士連合会男女共同参画推進基本計画」を策定し、 

2013（平成 25）年 3 月には、5 年間の取組と成果を踏まえ、「第二次日本弁護士連合会男女共同参画

推進基本計画」を策定して重点項目と基本的目標及び具体的施策の取組を展開し、2017（平成 

29）年度には、2018（平成 30）年 1 月に「第三次日本弁護士連合会男女共同参画推進基本計画」

を策定、2022（令和 4）年度には、2023（令和 5）年１月に「第四次日本弁護士連合会男女共同参画

推進基本計画」を策定した。第三次基本計画から第四次基本計画の策定までの間に日弁連副会長ク

オータ制を導入して２名の女性枠を設け、2021（令和 3）年には日弁連理事にもクオータ制を導入

して 4 名の女性枠を設け、その他基本計画の実現のために様々な取り組みを行っている。 

第四次基本計画においては、第三次基本計画の達成状況及び課題を踏まえ、今後の 5 年間に取り 

組むべき重点項目 9 項を整理し、各項目について基本的考え方、目標及び目標達成のための具体的

施策を定めた。 

東弁では、2011（平成 23）年に策定された「東京弁護士会男女共同参画基本計画」の達成状況

を踏まえ、2016（平成 28）年 10 月に「第二次東京弁護士会男女共同参画基本計画」が策定され、 

2021（令和 3）年に「第三次東京弁護士会男女共同参画基本計画」が策定された。現在、第三次

基本計画については、一定の成果が上がっている中で、新たな基本計画、具体的施策の検討が必

要であるという議論がなされ、第四次基本計画の策定の中間段階で修正第三次基本計画の策定を

2024（令和6）年度中に行う予定である。 

当会は、これまでに「東弁副会長執務ガイドライン」の共同提案、女性の東弁副会長及び日弁

連理事を継続的に輩出する方策を研究目標とする PT（のちの「東弁のダイバーシティ推進研究

会」）の設置提案などを行ってきたほか、2017（平成 29）年度は他会派に先駆けて女性東弁会長

を、さらに、2024（令和6）年度は日弁連会長まで当会から送り出すことができた。今後は弁護士

会の男女共同参画推進に向け、より広い視野で様々な提言・提案を行っていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 男女共同参画推進の意義 
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男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」である（男女共同参画社

会基本法 2 条）。個人の尊重(憲法第 13 条)と法の下の平等（同第 14 条）を定める日本国憲法や、

女性差別撤廃条約の趣旨からは､男女が互いにその人権を尊重しながら責任を分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現は、当然の帰結である。 
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政府は、2020（令和 2）年 12 月、第五次男女共同参画基本計画において、「社会のあらゆる分野

において指導的地位に女性が占める割合を、2020 年代の可能な限り早期に 30％程度とする目標」

を設定し、2030 年代には誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に

偏りがないような社会となることを目指している。日本弁護士連合会、東京弁護士会もこれら目

標に沿う形で男女共同参画基本計画を策定し、実現に向けて動いているところである。 

 

(2) 弁護士会における男女共同参画 

弁護士会が、弁護士の強制加入団体として司法の重要な一翼を担う存在であり、また、人権擁

護と社会正義の実現を標榜する弁護士の集団であることに鑑みれば、両性の平等という憲法の理

念を実現すべく、自ら率先して、性別にかかわりなく多様な人材がその個性と能力を発揮できる

男女共同参画を推進し､社会のモデルとなることを目指さなければならない。 

2020（令和 2）年 12 月に閣議決定された「第五次男女共同参画基本計画」では、2020 年代の 

30％目標の達成に向けて引き続き更なる努力を行うものとしているが、そこでは「司法分野にお

ける政策・方針決定過程への女性の参画拡大」が挙げられ、弁護士についても、活躍事例の提供、相

談・助言制度の導入、継続就業のための環境整備に関する取組によるワーク・ライフ・バランス

の実現、クオータ制を含めたポジティブ・アクションの検討などの取組が求められている。  

ア 日弁連における取組 

日弁連男女共同参画推進基本計画の主な成果については、次のとおりである。 

(ア) 育児期間中の会費免除制度 

日弁連は、仕事と家庭の両立支援策として、2015（平成 27）年 4 月から育児期間中の会費

免除制度を制定した。同制度は、子が 2 歳になるまでの連続する 6 ヶ月間、育児を行う会員

は、申請によって、会費及び特別会費の免除を受けられるとされ、育児従事によって就業時

間が減少することを免除要件としていない。日弁連の制度導入を踏まえて、東京三弁護士会

のような大規模単位会だけでなく、各地単位会でも同様の制度が順次制定され、第二次基本

計画終了時点では 49 弁護士会だったものが、2018（平成 30）年 8 月末時点には、全国 52 の

弁護士会全てにおいて育児期間中の会費免除規程（実施予定・別制度を含む。）が制定される

に至った。会費免除制度は会財政への影響も大きいところ、それが多くの単位会で制定され

たことは大きな成果である。なお、日弁連の育児期間中の会費免除制度はさらに 2019（令和

元）年 5 月の総会で拡充され、同年 10 月からは免除期間について、子が 2 歳になるまでの

連続する「12 ヶ月間」に延長された。 

(イ) 理事者に占める女性会員の割合を高める方策 

日弁連の第二次基本計画では、日弁連の理事者（会長、副会長、理事）に占める女性会員

の割合が 2017（平成 29）年度までの 5 年間で 15％程度に増加することが期待されていた 

（第三次基本計画では 20％へ引き上げた）。これを踏まえて、日弁連男女共同参画推進本部

は、政策・方針決定過程への女性会員の参画を拡大すべく、2015（平成 27）年 10 月、日弁

連執行部の諮問に答申する形で、「副会長の定員を 13 名から 15 名に 2 名増員し、その増員

分を女性会員に割り当てる積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を導入すべきである。」 
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との提案を行った。これを受けて、各会及び弁連宛の意見照会を実施するとともに、また、 

「日弁連の理事者に占める女性会員の割合を高めるための方策実現ワーキンググループ」が

設置され、同ワーキンググループにおいて検討がなされた結果を踏まえて、2017（平成 29）

年 12 月 8 日の臨時総会において、女性副会長クオータ制を実施することが採決された。これ

を踏まえて、2018（平成 30）年度よりクオータ制が実施されている。この制度導入により、

2018（平成 30）年度の女性副会長は 15 名中 3 名（20%）となったが、2019（令和元）年度・

2020（令和 2）年度はいずれもクオータ制による 2 名のみ（13.3%）となって目標数値を下回

っている。 

さらに 2021（令和 3）年度からは、日弁連理事に占める女性会員の割合を高めるため、ク

オータ制を導入して 4 人の理事者枠を設けた。 

いずれの制度についても、具体的選出方法の適正性等については後日の検証が待たれるが、か

かる制度によらずとも日弁連の理事者に女性会員が選出されることを引き続き目指していくべ

きである。なお、2020（令和2）年度及び2021（令和 3）年度の日弁連事務総長、2024（令和

6）年度及び2025（令和7）年度の日弁連会長は当会から女性会員が就任している。 

イ 東弁における取組 

第三次基本計画では、「ジェンダーバイアスを排除し、多様な価値観を尊重する持続可能性

のある弁護士会を実現することにより、弁護士・弁護士会及び司法への市民の信頼を高める」

ことを「大目標」とし、5 つの「重点目標」、具体的には「重点目標Ⅰ  会の政策決定過程への

女性会員の参加の推進」「重点目標Ⅱ  女性会員の業務における障害の解消と職域の拡大」

「重点目標Ⅲ  会員がワーク・ライフ・バランスを実現するための支援」「重点目標Ⅳ性別を理

由とする差別的取扱い及びセクシュアル・ハラスメントなどの防止と被害者救済制度の整備」

「重点目標Ⅴ  女性会員の業務・キャリア形成のサポート」を掲げている。第四次基本計画

の策定の前に2024（令和6）年度では再度第三次基本計画の見直しが検討され、修正第三次

基本計画が策定される予定である。基本計画の実現に向け、男女共同参画推進本部において

年に一回、当年度の担当理事者との懇談会を開催している。また、各委員会に対し、推進担

当委員の選任を要請し、年に一回当該委員との懇談会を開催し、基本計画の取り組みへの意

識改革、委員会を通じての広報などに取り組んでいる。 

各重点目標毎の具体的な取組は、主に次のとおりである。 

(ア) 重点目標Ⅰ 会の政策決定過程への女性会員の参加の推進 

各種委員会における女性委員の割合増加に関して、産休・育休期間、さらに育児期間、介 

護等で委員会出席の時間の確保が難しい会員であっても委員会活動に参加しやすくなるよ  

うに、電話会議やテレビ会議システムによる会議参画や資料のアーカイブ化推進等について、

具体的な方策の検討を行い、一部実現している。さらに方策を推進し、参加が困難となってい

る会員による委員会活動及び会務活動への参加（スマート化）が促進されることが望まれる。 

理事者（会長・副会長）に毎年 2 人以上女性会員が含まれること、東弁輩出日弁連理事に毎

年2名以上の女性会員が含まれるようにすること、常議員に占める女性会員の割合を 30％

にすることをめざすこと、全ての委員会の正副委員長のうち、1 人以上を女性会員とすること
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とし、さらに複数化をめざすこと、制度上やむを得ない場合を除きすべての委員会で男女共同

参画推進担当委員１名を選任すること、委員会の委員のうち、女性会員の割合が30％程度とな

ることをめざすことなどを個別目標として、各行動計画に基づき実現に向けて活動している。 

 

(イ) 重点目標Ⅱ 女性会員の業務における障害の解消と職域の拡大 

a 男女間の所得、収入格差の解消 

第一次基本計画に引き続き重点目標に掲げているが、男女弁護士間の所得格差が存在し、

取扱分野（依頼者）及び労働時間に差があることも統計上明らかにされており（「弁護士業 

務の経済的基盤に関する実態調査報告 2020」自由と正義臨時増刊号 vol.72 No.8）、その原

因の究明とこれに対する対応を継続的に検討していく必要がある。 

b 職務上氏名の使用に関するアンケート 

職務上の氏名使用に関しては、最近の取扱の変更等により改善が図られた点はあるもの

の、いまだ多くの不都合や支障が伴っており、職務上の氏名を使用している会員の大半が女

性であることから、女性会員の業務に対する障壁となっている。そこで、具体的に不適切な

事例を把握し、これに対する取組を検討するとともに、有用な情報の共有化を図るべく「職

務上の氏名（通称）使用に関するアンケートを実施し、その結果を取りまとめた。今後は

かかる結果をもとに、職務上氏名の使用による障壁を取り除くべく、理事者主導で金融機関

や裁判所等に協議を要請するなどの活動を行い、具体的な解決を図ることが必要である。 

c 「女性社外役員候補者名簿」事業 

日弁連を通じて内閣府からの要請を受けたことを踏まえ、女性会員の取扱業務分野の拡 

大のため、2014（平成 26）年に「女性弁護士社外役員候補者名簿」事業を開始し、毎年１回

の名簿登載者の応募を実施している。企業等での利用、活用を促進するために、広報活動と

して企業向けのシンポジウムを実施するほか、名簿の一部を東弁ホームページ上で閲覧でき

るようにしている。また、4 社の協力会社と提携し、協力会社に名簿を提供することで、協

力会社を通じて就任の機会を増やす努力をし、現実に社外役員就任の実績を増やしている。

対外的な認知度も高まり、実績も出ている状況であり、女性社外役員就任について、女性弁護

士の登用をより推進していくため、今後も会員への周知、会員の育成、既に就任した会員へのサ

ポートやネットワーキングの構築も含め、引き続き利用促進に向けた施策の検討や活動を行う

ことが求められる。 

d 選択的夫婦別姓制度実現への取り組み 

日弁連と連携して、選択的夫婦別姓制度実現への取り組みを進めていくことが求められて

いる。 

(ウ) 重点目標Ⅲ 会員がワーク・ライフ・バランスを実現するための支援 

a 会費免除、会務免除 

育児期間中の会費免除制度について、日弁連の制度開始にあわせて、就業時間の制約を

撤廃したことにより、利用数は増加している。会務活動の免除についても、2015（平成 27）年

度に、女性会員については出産年度と翌年度を無条件で免除対象とし、男女を問わず子が
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満 6 歳に達するまでの間の 2 年度の参加を免除できるよう改正したところ、育児を理由とす

る免除件数が大幅に増加している。免除期間の延長についてもさらに検討を続けてい 
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る状況である。 

出産・育児の際、一定期間の東弁会費・日弁連の会費の免除を受けることも可能であり、利

用者は増加している（出産は女性会員のみ、育児は男女とも）。 

なお、介護についての支援策を検討し、具体化することも求められている状況である。 

b 研修の際の一時保育制度 

主に義務研修の際、会負担でベビーシッターを紹介し、4 階和室を利用して、会員の子の

一時保育を実施いている。しかしながら、４階和室は、本来、保育を行う場所を想定したも

のではなく、一時的とはいえ保育場所として必ずしも適切な場所とは言い難いため、後述

の通り、常設の託児施設の設置について、引き続き、検討していくべきである。 

c 女性会員室 

東京弁護士会弁護士会館４階に存在し、女性は誰でも利用可能であり、パソコン・プリ

ンター・ロッカー・冷凍冷蔵庫・マッサージ機が設置されている。 

d 業務のスマート化 

よりＩＴ化を進め、多様な働き方を可能にすべく、家事事件、法テラス業務などのＩＴ

化促進に向けて働きかけを行うことが求められている。 

e 広報 

子育てサポートのためのリーフレット（子育て便利帳）を用意して一覧できるようにし

ているところ、さらに多くの会員に情報が行き届くようよりきめ細かい情報提供を図る努

力を行っている。 

f 法律事務所の働き方改革 

誰もが働きやすい事務所経営を考える指標として、法律事務所における「働き方改革」

ヒント集を作成するとともに、有識者を招いて、法律事務所の働き方改革を考えるシンポジ

ウムを開催している。2019（平成31）年 2 月、ワークライフバランスガイドラインを策定

し、リーフレットを作成して広報に努め、さらには弁護士採用ガイドラインの設計について

も検討を行っている。 

(エ)  重点目標Ⅳ  性別を理由とする差別的取扱い及びセクシュアル・ハラスメントなどの防

止と被害者救済制度の整備 

毎年開催されている理事者と女性会員との懇談会等において、かねてから産休や育児休業

等のあり方に関するガイドラインの作成を要望する声が多くあったことを踏まえて、2017（平

成 29）年度より「産休・育休ガイドライン」を作成すべく、具体的な検討を開始し、2019（平成

31）年 2 月には「ワークライフバランスガイドライン」が公表された。 

(オ) 重点目標Ⅴ 会員同士のネットワークや会館設備の充実による､女性会員の業務・キャリ

ア形成のサポート 

女性会員間の情報交換に資するようネットワーク作りを進めることを目的として、新進会

員活動委員会の協力のもと、ランチミーティングを複数回開催している。また、女性会員の

ネットワーキング形成及びロールモデルの策定を目指して、年に一回程度「弁護士カフェ」

の開催を行い、多様な分野で活躍する弁護士との交流を持つ機会を作っている。これらはま
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だ周知が十分にされていない状況であるため、今後さらに、女性会員間の情報交換に資する

ようネットワーク構築の推進や、女性会長・副会長経験者がその経験を語り伝える機会を設

けて 
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いくことが必要であると考えられる。 

インハウス・大規模事務所パートナー、小規模事務所経営者等様々な業務スタイルの弁護士

を講師にするなどして、若手会員にロールモデルを紹介すること等により、ロールモデルの活

用事例の紹介や女性会員のキャリア形成を支援することも課題として検討されている。 

(3) 当会の取組 

当会は、他会派に先駆けて、2013（平成 25）年度に男女共同参画プロジェクトチーム（PT）を

設けて以来、弁護士会内における男女共同参画の推進に向けた活動を継続してきた。主な成果お

よび取り組みは以下の通りである。 

なお、男女共同参画について克服すべき課題は未だ山積しているものの、2019（令和元）年度・ 

2020（令和 2）年度には PT の具体的活動がなく、2022（令和 4）年度以降は活動が休止されてい

る。政府、日弁連、東弁は、5 年ごとに見直しをすることを前提として男女共同参画推進基本計

画に取り組んでいる。このような時代の流れからするに、当会においても積極的な活動を再度検

討すべきではないかと考える。 

ア  東弁のダイバーシティ推進研究会の立ち上げとその活動 

当会は、2016（平成28）年 2 月、会派懇談会において東弁理事者並びに法友会及び期成会に対

し、①女性の東弁副会長を継続的に輩出するための方策、及び、②女性の日弁連理事を東弁から

継続的に輩出するための方策を研究目標とする東弁ダイバーシティ推進のための研究に関す

る PT の設置を提案し、各会派がこれに応じる形で、同年 3 月末に、「東京弁護士会のダイバーシ

ティ推進研究会」を立ち上げた。 

同研究会では、当会からの提案を契機として、2015（平成27）年度理事者によって 2016（平成

28）年１月に取りまとめられた「東京弁護士会副会長執務ガイドライン」の実施状況を把握すべ

く、2016（平成28）年度、過去３年度までの東弁副会長 21 名に対しアンケートやヒアリングに

よる調査を実施した。その調査結果として、執務時間は依然として月 140 時間以上に及んでい

ること、職員や委員会委員長との意思疎通に相応の工夫を凝らしていること等、副会長の執務

状況の現実と問題点を把握したことから、これを踏まえ 2016（平成28）年中に「ダイバーシテ

ィ推進のための女性副会長増加に向けた提言書」を取りまとめた。 

2017（平成29）年は、同研究会の発案に基づき、当会と法友会、期成会の共催の形で、東弁

以外の会員で日弁連ないし各単位会の役職を経験された方を招き、「女性役職経験者とのラン

チ会」を開催し、経験に基づいたダイバーシティ実現に有益なお話を伺う機会となった。 

2018（平成30）年・2019（令和元）年も、同研究会において定期的に現職理事者にヒアリン

グを実施している（2020（令和2）年度は、新型コロナの影響によりヒアリングは実施できて

いない。）。執務の現状や工夫を知るには有効であるし、継続によって理事者側にも問題意識

が浸透していることは感じられるが、現在は聞き取りに留まっているので、今後はこのような

モニターの成果を広く共有し有効活用することが期待される。 

イ 男女共同参画業務サポート制度 

当会は、2015（平成 27）年度に、男女共同参画業務サポート制度（通称「ピンチヒッター制

度」）を創設した。本制度は、出産、育児、介護等の家庭生活の維持等様々な理由から、当会 
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会員が弁護士業務を休業又は縮小するような場合に、他の当会会員に対して一時的又は部分的

に業務を委任することができる体制を整えたものである。 

2017（平成 29）年度は、同制度を利用しやすいように従前の制度の改善・整備を行うだけでな

く、利用目的について、当初の主に出産、育児、介護等の家庭生活維持に対する支援にとどま

らず、広く利用ができるように改訂し、この点を各会員に対し改めて周知することにより、利

用促進を図るべく活動を行った。しかし、残念ながらその後も本制度の利用は増加しておらず、

会員のニーズに合致していないとの指摘もあるため、今後は制度の存続を含めた抜本的な見直

しを行う必要もある。 

ウ 東弁初の女性会長の実現 

2017（平成29）年度には、東弁初の女性会長を当会から選出することができた。女性会員が

東弁のトップとなったことは「政策決定過程に女性会員の意見を反映する」という観点から大

きな意味があったといえ、PT 設置の当初目的は一定程度達成することができたといえる。これ

を踏まえて、当会には今後、さらに次の段階での取組が求められることになる。 

エ 日弁連女性会長及び事務総長の選出 

2020（令和2）年度には、日弁連事務総長に、当会から女性会員が就任した。女性事務総長

は初めてではないものの、日弁連の事務方トップに女性が就くということは対外的にも大きな

意味がある。また、2024（令和6）年度には、初めての日弁連女性会長を当会から擁立すること

ができた。今後についても有力な候補者が出てきているところであり、当会には今後も重要ポ

ストへの人材輩出が期待される。 

オ 東弁の意思決定過程におけるダイバーシティの推進に向けて 

2020（令和2）年9月に東弁から女性副会長クオータ制案に関する意見照会が行われ、東弁にお

いて女性副会長クオータ制ワーキンググループが設置され、議論が開始されている。 

東弁のリーダーシップにおける一層の男女共同参画の推進、即ち意思決定過程におけるダイ

バーシティの確保という目標には、当会も全面的に賛同するものである。しかしながら、東弁

理事者における女性割合の増加については、どのような方法でそれを実現すべきか、という方

策の検討が不可避である。その手段としてクオータ制を導入することが妥当であるのか、仮に

妥当であるとした場合、具体的にどのような制度設計がなされるべきなのかは、慎重に検討す

る必要がある。 

今後当会には、東弁のワーキンググループとも連携しつつ、第三次基本計画の到達点をふま

え、ジェンダーバイアスを排除し、多様な価値観を尊重する持続可能性のある弁護士会を実現

することにより、弁護士・弁護士会及び司法への市民の信頼を高めるより効果的な方策を妥協

なく模索し続けることが期待される。 

以 上 


